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 肖ハン晴氏博士学位申請論文審査報告書 
 
 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程学生肖ハン晴氏は、早稲田大学大学院学則第
７条第１項に基づき､２０１５年１０月１６日、その論文「中国農村集団所有土地の権利主
体に関する研究」を早稲田大学大学院法学研究科長に提出し､博士(法学）(早稲田大学)の
学位を申請した。後記の委員は､上記研究科の委嘱を受け､この論文を審査してきたが、２
０１６年２月４日、審査を終了したので、ここにその結果を報告する。 
 
Ⅰ 本論文の目的・問題意識・構成・内容 
一 本論文の目的と構成 
１ 本論文の目的 
中国の農村においては、農地は農民の集団的所有権により所有され、その土地は農戸の
請負経営権により使用されている。しかし、農村集団土地所有権についても、農戸の土地
請負経営権についても､法律上の規定は不明確であり、その権利の主体、性質、内容につい
て、学説上、議論が錯綜している。本論文は農村集団土地所有権及び請負経営権の法律関
係に関して、日本における農村共同体の歴史と現状、入会権、総有理論及び法人理論と対
比しながら、中国における農村集団所有権について、農民の個人的な権利の確立を進め、
土地の効率的な利用を推進するという観点から、実証的、総合的、包括的に研究し、今後
のあり方について、現実的かつ具体的な政策提言を行うものである。 
 
２ 本論文の構成 
中華人民共和国憲法第８条、民法通則第７４条および物権法第５９条によれば、労働大
衆の集団組織または農民集団が持つ権利は集団的所有権とされる。しかし、農民集団とは
何か、集団構成員の資格要件はどのようなものか、集団構成員の権利はどのように行使さ
れるのか等については、法律上、明確な規定がない。本論文は、｢序論」において本研究の
背景事情、著者の問題意識を明らかにし、先行研究を評価した上で、本研究の位置づけと
構成を述べている。 
「第一章 村落共同体に関する日中比較」において、日本の村落共同体に関する研究を
ふまえ、農地の集団土地所有権の前提となる中国農村における村落共同体の性格について、
歴史的分析と現状調査とを通じて考察している。 
第一章での実証的な分析をもとに、「第二章 入会権と集団土地所有権の比較」では、
中国の集団土地所有権の主体、構成員の資格、権利の行使等を考察する。 
土地請負経営権の権利主体については、現行法上の規定は一致しておらず、学界におい
ても、様々な議論がある。そこで、「第三章 集団所有土地利用の内容とその法的関係」
において、土地請負経営権の主体、土地請負経営戸の法的地位、戸主の権利などについて
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考察を加える。 
集団土地所有権の法的性質については総有説または新型総有説が有力であるが、「第四
章 集団土地所有権と総有論に関する一考察」において、入会権、権利能力なき社団に関
する日本の総有理論の検討をもとに、中国の学界における総有説を再検討し、集団土地所
有権に総有理論を適用すべきかを検討する。 
中国農村集団土地所有権には総有理論を適用するべきではないという結論を採る場合、
どのように解釈されるべきかが問題となる。本論文は農民集団を法人化すべきとし、「第
五章 農民集団の法的形態に関する一考察」においては、具体的な法制度の設計について、
株式合作社の典型例である「南海モデル」を考察し、農民集団を株式合作社法人化し、農
民は土地請負経営権の債権的移転により株主権を獲得するという制度を提案する。 
最後に「結論」において本研究の概要をまとめ、今後の課題を提示している。 
 
二 本論文の内容 
１ ｢序論｣では、本研究の前提となる中国土地制度の二つの特徴を述べる。農村部では土
地の集団所有制が実施され、農民集団が農民を代表して所有しているが、農地の実際の使
用・耕作は、用益物権としての土地請負耕作権により農戸が請負経営するという形態をと
っていること,及び土地所有権が法律のみならず政策によって調整されていることである。 
物権法は集団所有権の規定を有するが、集団所有権の主体とは何を指すかが不明確であり、
集団土地所有権の権利主体が存在しても､完全な所有権を持つことができない。これが集団
所有権の「虚位」問題と呼ばれている。使用権の主体についてもその主体が不明確であり、
農地の処分権がない。これは集団土地使用主体の｢虚位｣問題と呼ばれている。これら「虚
位」の法律関係を明確にすることは喫緊の課題であるという。            
 近時は、各地方において、集団所有原則を尊重しながら、農地の効率的な利用を目指す
試みが続いており、中国各地で大規模な土地流動化を生じる可能性が高い。土地の流動化
の過程において農民個人の権利を保護するためには、集団所有土地をめぐる各権利義務関
係及び農民個人の権利を明確にする必要がある。農民は農民集団の構成員と請負経営戸の
構成員という身分を有するので、これらの身分に基づき、どのような権利義務を有するの
かの検討が本研究の中心課題であるという著者の問題意識を述べる。具体的には、４つの
課題を提起している。農民は農民集団の構成員としてどのような権利義務を有するか、土
地請負経営権の主体は一体何であるか、中国集団土地所有権に総有理論を適用すべきか、
総有理論を適用するべきではないとした場合どのように解釈されるべきかである。これら
の考察の上で、農民集団の法人化という法制度設計の具体的な内容を検討している。  
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 中国の法律学界においては、農村集団土地所有権の改革に関しては、集団所有原則を尊
重しながら集団土地所有権を再構築すると主張する学説が多く、農村集団土地所有権の性
質は総有・または新型総有と主張する学説が有力であるが、総有の基盤である村落共同体
に関する研究が少なく、集団土地所有権に関する研究は多くの場合、立法論にとどまる。
法律規定の不足を指摘し、法律条文の修正について自分の意見を述べている論者が多く、
歴史的、社会的、比較的な視点からの実証的な研究は少ない。集団土地請負経営権につい
ては、権利の主体、その主体の法的地位、戸主の権限、土地請負経営戸の権利義務帰属な
どについて、不明確なところが多い。中国の法律学界は、土地請負経営権の主体とその性
質などに注目しているが、土地請負経営戸の権利義務帰属、戸主の権限などについて言及
する研究は少ない。したがって、本論文は、農村集団土地所有権の権利主体について実証
的な視点から考察を加え、日本において展開されている法政策学を参考にし、具体的な法
制度設計を求めるという。 
２ 「第一章 村落共同体に関する日中比較」では、日本の村落共同体と中国農村集団に
ついて、それぞれの沿革・研究・現状を考察し、日中両国の村落共同体を詳しく比較して
いる。「第１節 日本の村落共同体ー沿革・研究・現状」においては、徳川・明治時代か
らの日本の村落共同体の沿革、学界の議論、入会権の成立及び村落共同体の現状について
考察しており、コモンズ論など農村共同体の性格に関する近時の状況についても詳細に検
討している。                                  
 「第２節 中国の農村社会ー沿革・研究・現状」においては、１９４０年代の日本満州
鉄道株式会社の「中国農村慣行調査」と１９５０年代の中国土地改革委員会の「農村調査」
に基づき、中国建国前後の農村社会の沿革、その村落共同体の性格に対する学界の議論、
集団土地所有権の成立、建国後の農村社会の変革について詳細に考察している。自然村、
行政村、村民委員会､集団経済組織等からなる中国における地方行政組織について触れ、個
人請負経営により農地経営が行われる状況を紹介している。             
「第３節 小活ー日中村落共同体の比較」においては、中国の村落が日本の村落共同体と
異なる点を以下のように総括している。中国の村落が持っている共有財産は少なく、村落
の境界が不明確であり、村落の共同行事が少なく、共同体の固有の慣習も存在しない。建
国後、合作社化、公社化の過程で、一時的に共同体が形成されたが、それは政治手段を使
って、人為的に作った形式的な共同体である。中国の現在の農民集団は比較的に強い行政
機能を持っているが、入会権とは異なり、国家権力の直接的な干渉によって形成されてき
たものである。村落の支配者は、村落への責任意識が弱く、村落の代表的指導者であると
いう意識が乏しい。村民の自治意識も欠如するため、道路の修理、水利灌漑などの施設は
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村全体の仕事となることが少ない。中華人民共和国建国前において、祠堂、学田等のよう
な宗族共有財産に対する宗族構成員の関係は総有と類似する形態であったが、全体的には、
中国の農村社会は村落共同体の性質を持たず、中国の農村社会には総有権が存在する現実
的な基盤が存在しない。 
 
３ 「第二章 入会権と集団土地所有権の比較」では、入会権と集団土地所有権とを比較
するため、①集団とは何を指すか（権利の帰属主体とその態様）、②集団構成員の資格は
どのような条件が必要か（資格要件）、③集団構成員の権利はどのように行使されるか（権
利の行使）という問を立て、比較考察をする。 
 「第一節 入会権の権利主体」では、入会権を詳細に検討している。入会権の主体であ
る生活共同体としての入会集団の歴史と現状とを分析し、入会権者の資格について集団内
に世帯を構える一家の代表が入会集団の構成員であることを示し、資格の獲得喪失に関す
る慣行を分析する。入会権の行使に関する総会における全員一致原則が農村経済の変貌の
なかで変化してきた状況を明らかにしている。 
 「第二節 集団土地所有権の主体」では、集団土地所有権の権利主体について､現行法上
の規定は一致していないこと、村民小組を単位とする農村集団であるとの説､行政村を単位
とするという説、個別的判断説など様々な学説が存在している状況を明らかにし、農村経
済の発展状況の違いにより､農民集団の意識に違いがあることを示す。 
 「第三節 農村集団構成員の資格」では、農地使用権取得の前提である戸籍制度の確立
過程と現状を明らかにし、戸籍制度と農村土地制度との関係を詳細に分析し、人口流動が
進む現在では、戸籍制度は農村経済の発展及び農民生活の改善を妨げていることを明らか
にする。 
 「第四節 集団土地所有権の行使」では、法律上は、集団土地所有権の行使主体とされ
ている集団経済組織、村民委員会の性格、及びそれぞれの集団権利行使の状況を分析し、
実際には集団経済組織は設置されず、村民委員会が集団経済組織の役割を代行していると
する。構成員の利益を守るという基本的任務と政府の機関であるという対立する性格を有
することになり、国家の公権力の過度なコントロールを受けること、農民の参加意欲が低
下し､村民委員会が集団構成員の意思を十分に反映しない等の問題を生じているとする。 
 「第五節 小括」では、入会地の管理は各地の慣習により行われ、国家権力の干渉が少
ないが、集団所有土地の管理については、国家権力の干渉、政策による規制が多く、農村
集団土地所有権は、政治運動の産物であって、自主性と自治性を備えない不完全な所有権
であり、伝統的民法理論に一致しないとする。 
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４ 「第三章 集団所有土地利用の内容とその法的関係」では、農民は土地請負経営戸の
構成員としてどのような権利義務を有するかという問題を検討する。 
 「第一節 集団所有土地利用の内容」では、土地請負経営権の確立過程を検討し、家庭
請負方式が一般的であることを示す。物権法は土地請負経営権を用益物権とするが、同法
制定前において論じられた物権説・債権説の対立を分析する。次に、請負経営期間内の農
戸の人口変化に応じて請負経営土地の調整をするかという問題を分析し、調整はしないと
いう物権法、農村土地請負法上の原則の確立過程を明らかにする。 
  「第二節 集団所有土地利用における法的関係」では、土地請負経営権の主体は農戸で
あることを明らかにした後、土地請負経営戸の法的地位について検討する。特別な権利主
体であるとする新主体説、自然人説、をとることはできず、権利能力なき社団に類似する
非法人説が正しいと論じる。その上で、権利義務の帰属に関しては個別的な処理をすべき
とし、また、中国法・日本法の共有理論による解釈は困難であり、英国法における合有不
動産保有関係（Joint tenancy）により説明できるとし、戸主の権限は代表権と考えるべき
ことを示す。 
  「第三節 小括」では、以上の内容を簡潔にまとめる。農民集団所有土地の請負経営権
者は、当該集団経済組織内の家庭でもなく、構成員個人でもなく、当該集団経済組織内の
農戸である。土地請負経営戸の法的地位については非法人説が最も妥当であり、権利能力
なき社団に属する。土地請負経営戸の権利義務の帰属は中国法と日本法の共有理論によっ
ては解釈できず、英国法における合有不動産保有関係と類似するが、土地請負経営戸の法
主体は特殊な点もあることから、個別的な処理が必要であり、とくに、請負経営権を処分
する場合には、戸の全員の合意が必要であり、全員の合意が得られなければ、処分できな
い。戸主の権限は代表説が妥当であるが、詳細な内容を定めることが必要とする。 
 
５ 「第四章 集団土地所有権と総有論に関する一考察」では、中国集団土地所有権に総
有理論を適用すべきかという問題を念頭において、日本における総有論について、入会権
と権利能力なき社団の権利関係をもとにして分析し、中国における総有論の歴史と現状に
これを当てはめ、集団土地所有権には総有説を適用するべきではないことを論証している。 
 「第一節 日本法における総有論」においては､入会権の法的性質、その解体過程を分析
し、通説的な総有論に対して疑問が提起されている現状、及び入会権が地域社会の自然環
境を守る手段として機能している状況が紹介されている。権利能力なき社団の財産関係は
総有とされてきたが、ドイツ法では総有論は現在では否定されていることもあり、権利能
力なき社団の財産関係は社団の類型に応じて個別的に処理すべきという説が有力化してい
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ることを論じ、総有論に対する批判が強くなっている日本法の状況が詳細に分析されてい
る。 
 「第二節 集団土地所有権と総有論」では、改革開放前の集団土地所有権の性質につい
て、農業生産互助組、合作社、人民公社時にいたる状況が紹介され、人民公社における集
団財産の性質が法人所有であったとされる。改革開放以降の集団土地所有権の法的性質に
つき、総有理論を集団土地所有権に適用すべきとする肯定説、総有理論の基本的内容を継
承し中国社会に適合しない部分を修正するという折衷説、総有理論による説明はできない
とする否定説を紹介する。 
 「第三節 集団土地所有権と総同共有論」では、近時有力に主張されている総同共有説
（新型総有説）を考察している。 
 「第四節 小括」においては、否定説の立場が適切であるとして、その理由を述べる。
総有はきわめて強い団体性と閉鎖性を持ち、現代社会の発展に当てはまらず、集団土地所
有権は総有の特徴を備えておらず、集団構成員の資格の判断基準、集団権利の主体及び集
団権利の行使などについても、総有論では説明することはできないからである。したがっ
て、中国集団土地所有権の改革は政府からの制限を緩和し、「私権強化」の方向に向かわ
せるべきであり、総有を適用すべきではないとする。 
 
６ 「第五章 農民集団の法的形態に関する一考察」では、農民集団の法的形態について
検討し、農民集団の法人化に関する議論を考察する。 
 「第一節 農民集団の法的形態に関する議論」では、日本法における、法人、権利能力
なき社団、組合の区別を考察し、中国法における法人と非法人団体との区別を論じたうえ、
農民集団を法人化すべきかの議論についての賛成意見と反対意見を紹介し、法人化という
制度設計には法律上の根拠があり、法政策学的にも効率性と正義性という二つの要件を満
たしているとする。 
 「第二節 農民集団の法人化に関する諸学説」では、どの種類の法人によって農民集団
を改革するのが適切かを考察する。行政村または村民小組を自治法人として確立すべきと
いう自治法人説、農業合作社法人説、農業社区法人説、農業社区合作法人説ではなく､会社
法の規定により集団土地株式合作社法人を設立することを主張する株式合作社法人説が適
切とする。 
  「第三節 農民集団の株式合作社法人化」においては、株式合作制の沿革と現状を考察
する。合作制とは、一定の目的で自発的に連合し民主的に運営される互助的な経済組織で
あり、合作制と株式制とを組み合わせたものが株式合作社制であるが、その具体的な内容
は多様であるとする。そして、株式合作社制の歴史的沿革を説明し、２００７年農業専業
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合作社法により合作社の法的地位が確立したこと、中国共産党中央委員会の２０１３年１
１月の「決定」､及び２０１４年１０月の｢方案」による積極的な株式合作社制の推進に触
れ、株式合作制にもとづく農村集団財産権の改革の全面的展開の可能性を論じる。株式合
作社法人化のモデルとされる広東省仏山市南海区の「南海モデル」を例として、株主権の
設置、株主の資格、収益の分配、株主権の取り扱い、株式合作社の意思決定の方法を検討
し、構成員の財産権を株主権に転換し､「一株一票」と「一人一票」とを組み合わせた意思
決定方法が適切とする。 
 「第四節 集団土地株式化の法的性質」では、農民集団が株式合作社法人化した場合､
農民は土地請負経営権の代わりに株式を獲得するが、農民は土地請負経営権を完全に失う
か、それとも継続して持っているのかという問題を考察する。この点について法律上の規
定はないが、各地の規定には、①土地請負経営権によって合作社に出資できる､②土地請負
経営権の収益によって合作社に出資できる、③土地請負経営権あるいはその収益のいずれ
でも出資できる､④所有権、請負権、経営権の三権分離を強調する規定等がある。学説上で
は、①土地請負経営権を農民集団法人に出資すると、土地請負経営権が物権的に移転する
という物権的移転説、②土地請負経営権の株式化は請負経営地の使用権限を支配する行為
であり土地請負経営権を失うことにはならないとする債権移転説、③土地請負経営期間分
割説があるとして、これらについて詳細な検討を加え、債権移転説が妥当とする。 
 「第五節 小括」では、農民集団の株式合作法人化の実施には、当地の経済が一定のレ
ベルにまで成長しており、農民は株式合作化からより多くの利益を獲得することができ、
当該農民集団の多数の構成員は株式合作化を支持するという条件が必要とする。農村社会
の現状からすると、株式合作社法人化の条件がまだ熟成していない地方も多い。そのよう
な農村では、株式合作制を実施せず、農民集団の法人格のみを認めるべきである。株式合
作制を実施するか否かを問わず、各農民集団は法人化されるべきであり、村民委員会から
経済的機能が分離されるべきとする。農民集団法人は、意思決定機関である社員大会と農
民集団法人の日常事務を監督する機関とを設置する必要がある。このようにして、農民と
集団の関係が明確にされ、集団所有土地の権利主体の「虚位」、村民委員会の権利濫用な
どの問題を解決できるとする。 
 
７（１）「結論」においては、本論文の結論を簡潔にまとめている。 
①集団土地所有権の主体は行政村が最も妥当であり、戸籍により集団構成員の資格を判
断するのは不適切であって、集団土地所有権が実質的に必要であるかどうかを重視して判
断すべきである。集団所有権の行使に対して国家の公権力の過度な干渉があり、農民は集
団の公共生活に参与する熱意が高くなく、村民の権利が軽視されるなどの問題が生じてい
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る。集団所有権の行使に関する問題の解決策は、集団所有権の行使の民主化を促進するこ
とによって行うべきである。 
②土地請負経営権の主体は農戸である。土地請負経営戸の法的地位についての諸学説の
中では非法人説が最も妥当である。土地請負経営戸の内部関係について、中国法と日本法
の共有理論によっては解釈できず、英国法における合有不動産保有関係(Joint Tenancy)
により説明できる。戸主の権限については代表説が最も妥当である。 
③中国集団土地所有権に総有理論を適用すべきではない。現行の集団土地所有権の性質
は総有ではなく、また将来の改革においても総有は適用できない。中国農村には村落共同
体の性質が欠如していること、集団土地所有権は総有とされる入会権と異なる点が多いこ
と、総有はきわめて強い団体性と閉鎖性を持つため、中国における農民の個人権利を強化
する方針と一致していないからである。 
④その場合、農民集団を法人化し、集団土地所有権は法人の単独所有権とされるべきで
あり、農民集団を株式合作社法人化し、農民は土地請負経営権の債権的移転により株主権
を獲得するという制度設計が市場の要求に適合し、効率性要件と正義性要件も満たすため、
最も妥当である。ただし、農民集団の株式合作法人化の実施には、当地の経済の成長が一
定のレベルに達し、農民は株式合作化からより多くの利益を獲得できるという条件、及び
当該農民集団の多数の構成員は株式合作化を支持するという条件の充足が必要である。こ
の条件を満たさない農村においては、株式合作制を実施せず、農民集団の法人格のみを認
めるべきである。以上が、本研究の結論である。 
（２）十分に論じきれなかった問題として以下の点を挙げる。（ａ）農村社会の性質に
ついて、南方と北方に分けて検討したが、中国は国土が広いため、農村社会の実情も異な
る。農村社会の性質を検討する際に、各地方の差異を重視し、分類して検討するべきであ
る。（ｂ）土地請負経営戸の構成員の関係について、形式上英国の Joint Tenancy と類似
するという結論を得たが、具体的な比較を展開しておらず、株式合作社法人化の具体的な
制度設計にも十分に言及することができなかった。（ｃ）２０１３年の中央一号文書によ
って、農村土地請負経営権登記制度を整え、農村の農地、林地等各種土地請負経営権の物
権保護を強化するために、農村の土地権利確認登記証書の交付業務が全面的に推進されて
いる。それと同時に、戸籍制度の改革も全面的に展開されている。このような事業が終了
した後には、集団土地所有制度にどのような影響を与えるかについて一層検討する必要が
ある。（ｄ）土地開発の推進につれて、集団土地の利用についても、地上の利用だけでな
く、地下の利用も増えている。土地の立体的な利用に関する研究は不可欠である。これら
の問題は今後の課題として、検討を加えていく必要があるとする。 
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Ⅱ 本論文の評価 
一 各章毎の評価 
１ 序論では、本研究の背景事情となる中国土地制度の二つの特徴を述べ、農村集団土地
所有権、集団土地使用主体の「虚位」問題という基本的な論点を指摘する。今後予想され
る大規模な土地流動化の過程における農民個人の権利を保護するため、集団所有土地をめ
ぐる各権利義務関係及び農民個人の権利を明確にする必要があるとの問題意識は明快であ
る。四つの具体的な論点の指摘も明瞭であり、農民集団の法人化という法制度設計の具体
的な内容を提言しようとする意図は意欲的である。 
 中国の法律学界では、歴史的、社会的、比較的な視点からの実証的な研究が少ないので、
これを是正しようとする点は的確であり、農村集団土地所有権と農戸の土地請負経営権に
ついて､総合的・包括的に考察を加えようとしている点は高く評価できる。 
 
２ 「第一章 村落共同体に関する日中比較」では、日本の村落共同体の沿革、学界の議
論、入会権の成立及び村落共同体の現状について検討するにあたり、法律学だけでなく、
社会学、農村社会学等の最近の研究まで網羅的に考察しており、コモンズ論等の近時の研
究状況をも紹介している点は優れたところである。中国の農村社会の沿革・研究・現状に
関しては、歴史的な位置づけを適確に行ったうえ、満州鉄道株式会社の「中国農村慣行調
査」と中国土地改革委員会の「農村調査」を活用し、中国建国前後の農村社会の沿革、そ
の村落共同体の性格に対する学界の議論、集団土地所有権の成立、建国後の農村社会の変
革について詳細に考察している。中国においてこの分野の本格的研究がないなかで、貴重
な試みである。また、自然村、行政村、村民委員会等の自治組織と集団経済組織からなる
中国地方行政組織、個人請負経営により農地経営が行われる状況の紹介、日中村落共同体
を比較し、中国の村落が日本の村落共同体と異なる点を総括している点も優れている。 
 
３ 「第二章 入会権と集団土地所有権の比較」では、入会権と集団土地所有権とを極め
て詳細に比較しており、比較に際しての論点の指摘も適確である。入会権の主体である生
活共同体として入会集団の歴史と現状の分析は最近までの研究をフォローしており、優れ
ている。集団土地所有権の権利主体の現状、法律学説の紹介は適切であり、農村経済の発
展状況の違いにより､農民集団の意識に違いがあることを示す点は興味深い。農村集団構成
員の資格に関しては、農地使用権取得の前提である戸籍制度の確立過程と現状を明らかに
し、戸籍制度と農村土地制度との関係を詳細に分析し、人口流動が加速化した現在では、
戸籍制度が農村経済の発展及び農民生活の改善を妨げる状況をもたらしていることを明ら
かにする。中国の戸籍制度に関する内容の紹介と課題の分析は明確であり、日本語による
初めての本格的な紹介であり、研究の発展に貢献する点は多大である。集団土地所有権の
行使主体とされている集団経済組織、村民委員会の性格についての分析、問題点の指摘は
明確であり、集団所有土地の管理について、国家権力の干渉、政策による規制が多く、政
治運動の産物であって、自主性と自治性を備えない不完全な所有権であり、伝統的民法理
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論に一致しないことを明らかにする点も優れている。 
 
４ 「第三章 集団所有土地利用の内容とその法的構成」においては、土地請負経営権の
成立、内容、性質を考察しており、物権法制定前からの議論を検討し、土地請負経営権の
確立過程を分析し、家庭請負方式が一般的であり、その主体は農戸であることを正確に示
している。また、政策的には重要な課題であった請負経営期間内の農戸の人口変化に応じ
て請負経営土地の調整をするかという問題を分析し、調整はしないという原則の確立過程
を明確にしている点も有益である。土地請負経営戸の法的地位についての検討は詳細であ
り、権利義務の帰属に関しては、権利能力なき社団として理解すべきであり、また中国法
・日本法の共有理論によっては解釈できず、英国法における合有不動産保有関係により形
式的には説明できるという点は興味深い。 
 
５ 「第四章 集団土地所有権と総有論に関する一考察」は、日本と中国における総有論
に関する理論的な研究であり、本研究の中心的な部分でもある。日本における総有論に関
しては､通説的な総有論に対して疑問が提起されている現状、及び入会権が地域社会の自然
環境を守る手段として機能している状況が紹介されている。入会権論の最近における展開
を十分にふまえた優れた紹介である。権利能力なき社団の財産関係についても、日本にお
ける最近の研究状況が正確に追跡され、現在のドイツ法は総有論を否定していること、権
利能力なき社団の財産関係は社団の類型に応じて個別的に処理すべきという説が有力化し
ていることが紹介されている。日本法における総有論の詳細な分析が、中国における総有
論批判の立脚点として有効かつ適切に構築されている。中国における集団土地所有権と総
有論に関しては、改革開放から現在に至る時期の集団土地所有権の法的性質について学説
が詳細に紹介され、その分析、評価は優れた内容である。また、集団土地所有権に総有論
を適用することはできないとする否定説の立場の論証も十分であり、中国集団土地所有権
の改革は政府からの制限を緩和し、「私権強化」の方向に向かわせるべきであり、総有を
適用すべきではないとする結論も説得的である。 
 
６ 「第五章 農民集団の法的形態に関する一考察」では、農民集団の法人化に関する議
論を考察し、農民集団の株式合作社法人化を推進する立場からの立論を行っている。法政
策学上主張されている効率性と正義性という二つの要件をもとにして、農民集団を法人化
するという制度設計には法律上の根拠があるという主張は新鮮である。会社法の規定によ
り、集団土地株式合作社法人を設立するという改革方法が適切なことを論じているが、株
式合作社制の理論的な内容と歴史的沿革を分析し、これによる農村集団財産権の改革の全
面的展開の可能性を指摘し、株式合作社法人化のモデルとされる「南海モデル」を詳細に
分析する点は興味深い。最後に、農民集団が株式合作社法人化した場合､農民は土地請負経
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営権の代わりに株式を獲得するが、農民は土地請負経営権を完全に失うか、それとも継続
して持っているのかという問題に関する各地の規定､及び学界を紹介､分析、批判している
点は詳細である。農民集団を株式合作社法人化し、農民は土地請負経営権の債権的移転に
より株主権を獲得するという制度設計が市場の要求に適合し、効率性要件と正義性要件を
満たし、最も妥当であるとするが、株式合作社法人化の条件がまだ熟成していない地方に
おいては、株式合作制を実施せず、農民集団の法人格のみを認めるべきであるという結論
は現実的であり、具体的である。 
 
７ 「結論」においては、冒頭において提起した四つの論点について､これまで考察してき
た論述をもとにして、本論文の結論を明確かつ、端的にまとめる一方、本研究において十
分に論じきれなかった問題として、農村社会の性質、土地請負経営戸の構成員の関係、株
式合作社法人化の具体的な制度設計を挙げ、今後進展するであろう農村の土地権利確認登
記証書の交付業務、戸籍制度の全面的な改革が終了した後には、集団土地所有制度にどの
ような影響を与えるか、一層検討する必要があるという点は率直な課題の提起である。 
 
二 評価の総括 
１ 全体的な評価 
（１）本論文の優れた特徴として、第一に指摘すべきことは極めて実証的な分析を心がけ
ている点である。これまでの中国法律学界における研究が、法規範の解釈､立法論の提示に
おかれ、前提となる社会的事実に関する調査研究が十分ではなく、またそれら研究成果を
取り入れようとする態度も強いものではなかった。このような中で、本論文は中国農村社
会の実態について､日本の村落共同体の研究をふまえつつ、考察をしている点は優れてい
る。総有論を批判する前提として、日本と中国の農村社会における村落共同体の性格の違
いを明確にするものであるが、分析とその評価は適切である。 
（２）第二に、日本法と中国法との比較法的分析が非常に高いレベルで実現されており、
日本法の紹介・分析が優れている、入会権については、その沿革・現状が詳細に検討され
ていることに加えて、近時は入会権が環境保護の論理として主張されるようになっている
こと、コモンズ論として展開されていることを正確に紹介している。総有論に関しては、
それが主張された歴史的背景、ドイツにおける学説状況、日本における総有論に対する批
判を適確にまとめており、権利能力なき社団についても法人制度改革以後の理論的状況を
ふまえての検討をしており、いずれも日本法の紹介・分析として優れている。 
（３）第三に、中国法の分析と日本への紹介という点でも優れている。日本においても中
国土地法の制度内容、改革の状況についての紹介はあるが、本研究のような農村集団土地
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所有権と土地請負経営権との詳細な分析紹介は初めてであり、極めて有益である。のみな
らず、本研究の各箇所でこれまで日本では十分紹介されてこなかった状況が、詳しく紹介
されている。その具体例が戸籍制度に関する分析である。中国社会における都市戸籍と農
村戸籍との違い、それが果たしている現実的な機能､例えば社会保障の権利としての実態、
戸籍制度の全面的な改革に関する論述などは有益な紹介であり、その意義は大きい 
（４）第四に、本論文は農村土地集団所有権と農戸の土地請負経営権とに関して、農民の
有する農村集団経済組織の構成員と土地利用をする農戸の構成員であるという二つの身分
という分析の視点からの包括的・体系的な研究である。関連する法律問題のそれぞれにつ
いて詳細な紹介・分析・批判的検討を加えており、本論文により中国農村における農地の
所有と使用の実態とを総合的に理解することができるという優れた特徴を持っている。 
（５）第五に、農地の集団所有権改革に関して、株式合作社制度を支持し、請負経営権の
出資は物権的な移転ではなく、債権的な権利設定であるという解釈により、株式合作社制
度による農地の効率的利用と農民の社会保障的権利の保護とを実現しようとする結論は現
実的な可能性と配慮とを心がけているものであり､実践的に妥当な結論を採ることを目指
していると評価できる。 
 
２ 若干の課題 
（１）以上述べたように本研究は優れた内容のものと評価することができるが、しかしな
がら、本論文にも残された課題、問題点がないわけではない。 
 本論文は総合的・包括的な研究であることの反面、個別的な論点について、より詳細な
考察があれば望ましいという点がある。日本法についていえば、農村共同体の性質、入会
権の解体過程と現状、及び様々な問題点が指摘されている総有論等について、正確な紹介
がされているが、これらについての著者の評価があればより良かったであろう。中国法に
関しては、農村集団土地所有に関する行政村、村民委員会等の自治組織、集団経済組織、
及び共産党の政治組織等の関係についてのより詳細な分析、また中国地方行政組織の実態
の紹介と分析があれば、問題の背景事情がよりよく理解できたであろう。農民集団組織の
株式合作社制による改革の状況と課題は適切にまとめられているが、近時の政策展開が急
激であり、学説による考究も多くはないこともあいまって、株式合作社制度の法的性質に
ついての考察が十分に深まっているとはいえない。 
（２）農地の効率的利用と農民の権利保護という課題を実現するための現実的な解決を追
求したことによると思われるが、理論的な分析が今ひとつ足りないと感じられるところも
ある。例えば、本論文は土地経営請負戸の権利義務の帰属に関して、英国の合有不動産保
有関係に類似すると言うが、それは形式的な類似性を指摘するに止まっている。農民の権
利保護の意図から、経営請負土地の分割・処分を防ぐために、土地経営請負戸の全員の合
意が必要であるとするが、現実的な解決としてはこれで良いとしても、理論的には分割処
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分のあり方は共同所有の本質に関わるものであり、疑問が残るところである。 
（３）本論文はこれまでの中国における法学的研究には見られない実証的な研究として優
れているが、著者も指摘しているように、未だ十分深まっているものではない。中国農村
社会の多様性、地域による経済発展状況、農民意識の違い等は著しいと思われる。もちろ
ん、個人的に農村調査をおこなうことは困難であり、また国の機関や研究者集団による農
村調査が十分行われていない現状からすればやむを得ないところであるが、今後のより具
体的な実態調査、実証研究の発展により、地域的特性の分析が進展すれば、本論文の内容
が一層深まるであろうし、内容に修正がもたらされることもあろうという感想を持つ。し
かしこれは望蜀の望みであり､本研究の瑕瑾というべきものではない。 
 
３ 結論 
 以上の審査の結果、後記の審査委員は、本論文の提出者が博士(法学)(早稲田大学)の学
位を受けるに値するものと認める。 
 
 ２０１６年２月４日  
 
               審査員 
                  主査   早稲田大学教授 内田 勝一（民法） 
 
 
 
                  副査    早稲田大学教授 秋山 靖浩（民法） 
 
 
 
                        早稲田大学教授  三枝 健治（民法） 
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[付記] 
  本審査委員会は、本学位申請論文の審査にあたり､下表の通り修正点があると認めたが、
いずれも誤字・脱字等軽微なものであり､博士学位の授与に関し何ら影響するものではない
ことから、執筆者に対し､その修正を指示し、今後公開される学位論文は、修正後の全文で
差し支えないものとしたので、ここに付記する。 
 
           博士学位申請論文修正対照表 
 
修正箇所 
(頁・行等) 
修正内容 
修正前 修正後 
1頁注1上からL5  「。」を足す 
11頁下からL10 集団土地所有権の権利主体 集団所有土地の権利主体 
34頁上からL5 華北地区の六つの村落 主として華北地区の六つの村落 
72頁下からL7 大部分に地区では 大部分の地区では 
91頁下からL16 全体から見て言ることは 全体から見て言えることは 
目次2頁下からL6 
116頁下からL14 
（ニ）日本における共有形態の適用 
 
（ニ）日本における共有理論の適
用 
 
127頁 
 
 
 
注418と注419の間の空白を削除する 
128頁上からL14 
 
 
共同共有関係の三つの形態の具体的な
内容、入会権の方法的性質に関する議論
、権利能力なき社団に関する議論 
入会権の法的性質に関する議論、と権
利能力なき社団に関する議論 
 
144頁上からL12 ① の格式と一致していない  
156頁下からL3 
 
 
 
構成員の財産と区別され、法人の債務に
対しては、構成員は有限責任を負う 
 
 
構成員の財産と区別され、特別な約定
がない場合、法人の債務に対しては、
構成員は有限責任を負う（本研究では
無限責任法人を対象としない） 
160頁 注559 頁数が欠けている。 梁慧星『民法総論（第4版）』143頁 
165頁下からL4 
 
 
農民集団という制度設計は法律上の根
拠があり、効率性要件と正義性要件を満
たすからである 
農民集団という制度設計は効率性要件
と正義性要件を満たし、法律上の根拠
もあるからである 
166頁下からL5 
 
 
法人財産の財産と区別されるゆえ、法人
の債権者が追及できない 
 
法人財産の財産と区別されるゆえ、特
別な約定がない場合、法人の債権者が
追及できない 
184頁上からL6 株式合作化された 株式合作社法人化された 
188頁上からL6 
 
農村土地の使用権、請負権と経営権の三
権分離 
農村土地の所有権、請負権と経営権の
三権分離 
197頁下からL6 構成員の賛成をが必要 構成員の賛成が必要 
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目次4頁下からL20 
14頁下からL11 
156頁上からL5 
174頁上からL6 
177頁上からL1、L4 
183頁下からL7 
200頁上からL4 
株式合作法人化 
 
 
 
 
 
 
株式合作社法人化 
 
 
 
 
 
 
